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米国とEUは、航空機を含む115億ドルの様々な製品に対する報復関

税を5年間にわたり停止しました。

今回の関税停止は、2021年3月に発表された米国・英国間の同様の

関税停止に続くものです。

さらに、米国とEUは、この分野における中国からの「新たな脅威」に対

処するために連携しています。

2021年6月15日、米国と欧州連合（EU）は、エアバス社とボーイング社への補

助金に関する長年の論争の末、お互いに発動していた115億ドル相当の様々

な製品に対する報復関税を停止することを発表しました。

これまで、世界貿易機関（WTO）は、米国がEUに対して年間75億ドル相当の

製品に関税をかけることを認めていました。一方、EUは、WTOが最大39億ドル

の関税を課すことを認めた後、米国からの40億ドル相当の製品に関税を課して

いました。

詳しくは英語版をご覧ください。
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